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 (別紙) 

 

防災・減災、国土強靱化を含む地方の社会資本整備の推進を求める意見書 

 

近年、我が国は、頻発化・激甚化する自然災害とともに、人口減少・高齢化、エネル

ギーや諸物価の高騰といった社会・経済状況の変化への対応など、様々なリスクに晒さ

れており、このようなリスクに対応するには、地方においても社会資本の整備の推進に

集中的に取り組むことが必要である。 

本県においても、「人口減少に打ち勝ち、笑顔で暮らせる島根」の実現に向け取組が進

められているところであるが、江の川流域や県東部市街地において、たて続けに家屋浸

水被害が発生し、昨年には、日御碕地区において、道路が崩落し孤立集落が発生するな

ど、多くの課題が残されている。 

一方で、山陰自動車道はじめ高規格道路沿線では企業立地が進み、国道の通行止めの

際には並行する山陰道が迂回路として機能するなど、整備効果が着実に表れている。 

 ついては、下記の事項を実現されるよう強く要望する。 

 

記 
１ 令和８年度について、地方の安全・安心な生活の確保と定住人口の増加、地域活力

の向上に資する社会資本整備に必要な予算を、当初予算において、十分に確保すると

ともに地方に重点配分すること。 

２ 切れ目なく事業を推進するため、令和７年度補正予算を措置するとともに、第１次

国土強靱化実施中期計画に基づき、物価高騰等を踏まえ、前年の水準を大きく上回る

予算を確保するとともに、中小企業・小規模企業が多くを占める地方へ重点的に配分

すること。 

３ 近年、度重なる浸水被害を受けた江の川流域をはじめ、治水事業を加速化すること。 

４ 山陰道については、ミッシングリンク解消、ダブルネットワークの構築のため、事

業中区間の早期開通と、「益田～萩間」の未事業化区間の早期事業化を図ること。 

５ 中海・宍道湖圏域を結ぶ「８の字ルート」の一部を形成する境港出雲道路は、圏域

の持続的発展に必要な道路であるため、未着手区間について国の直轄事業として早期

事業化を図ること。 

６ 老朽化対策について、補助対象を点検なども含めて更に拡大し、所要の予算を配分

するとともに、地方財政措置を拡充すること。 

７ 令和７年度末に期限を迎える「緊急自然災害防止対策事業債」及び「緊急防災・減

災事業債」の期限を延長し、対象事業を拡大するとともに、必要額の確保を図ること。 

８ 道路整備・管理の長期安定的な推進のため、必要な財源を確保すること。 

９ 防災・減災に資するとともに、食料の安定供給に不可欠な農地や農業水利施設等  

の基盤整備事業に必要な予算を十分に確保すること。  

１０ 地方自治体の技術職員の不足への対応や大規模自然災害に迅速かつ的確に対処

するために、地方整備局の人員・体制を強化すること。 

１１ 離島や半島部などの地域における社会基盤の整備に特段の配慮を行うこと。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 
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